
中城村技能労務職等の給与等の 
見直しに向けた取組み方針 

 

１ 現状 

 本村においては、現在の技能労務職員は、村立の小・中学校における学校給食共同調理場において

４人、２箇所の村立保育所において２人の調理職員がおり、下記の給料等の状況である。 

 

（１） 職種ごとの人数・平均給与・平均年齢等のデータ 

職 種 人数 平均年齢 平均給与 備 考 

学校給食調理員 ４人 48.4歳 393,500円  

保育所調理員 ２人 ＊ ＊  

  ※資料は平成２０年４月１日現在のデータである 

１ 平均給与とは、基本給のほか、扶養・住居・通勤・時間外勤務・特殊勤務手当額の合計であ

り、期末手当は含まない。 

２ 個人情報保護の観点から、対象となる職員が１人又は２人の場合は ＊ としている。 

 （２）に対応する民間従業員のデータ 

職 種 人数 平均年齢 平均給与 備 考 

調理員 191,090人 41.5歳 256,800円  

   ※賃金構造基本統計調査による H16～18年の６月分の３カ年平均の数値である。 

    企業規模：常用労働者 10人以上 ﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ労働者も含む 

（３） その他給与に関する事項（給料表、手当、昇給基準等）等 

  ■ 給料表 

国の行政職給料表（二）に同じ５級制を採用しています。 

     職務の経験年数等に応じた昇格基準を設けています。 

  ■ 手当 

     扶養手当・住居手当・通勤手当・特殊勤務手当・時間外勤務手当・休日勤務手当・ 

    夜間勤務手当・宿日直手当・期末手当を、それぞれ該当者に支給しています。 

     なお、上記手当のうち、技能労務職員に支給されている手当の主な内容は、次のと 

おりです。 

 



項目 区分 支給内容 国の制度 

配偶者 13,000円 

子等  6,500円 
扶養手当 

扶養親族（配偶者、22歳に達する

日以後の最初の3月31日までの間

にある子、60歳以上の父母等）の

いる職員に支給 

16～22歳の子1人につき 

  5,000円加算 

同 

借り受け 27,000円まで 
住居手当 

住居を借り受け、又は所有してい

る職員に支給 所有 2,500円(5年) 
同 

バス等 運賃相当額 

通勤手当 
通勤距離が2km以上で、バス等を

利用している職員に支給 
自家用車 

 2,000～24,500円 

同 

 

２ 基本的な考え方 

 平成１２年に地方分権一括法が施行され、現在、地方分権は実行の段階を迎えている。少子高齢化

の進展など、社会情勢の変化に伴う公共サービスへのニーズはますます高まりを見せ、各自治体にお

いても様々な取り組みが行われている。 

こうした状況の中、本村においては、行政改革大綱の基本方針をふまえ、現下の厳しい行財政の状

況の中で、社会情勢の変化等、住民の多様なニーズに的確に対応するため、最小の経費で最大の効果

を挙げるという地方自治運営の基本原則に則り、組織体制や事務事業の見直しを図りながら、職員の

適正管理・配置に努めていかなければなりません。 

 さらに、財政検討委員会において答申された内容を考慮し、住民への十分な説明を行い、理解が得

られるよう取り組みを推進していく。 

 

３ 具体的な取組内容 

（１）給料表について 

  ①現行（国の行（Ⅱ））を踏襲します。 

（２）手当について 

   ①通勤手当について、国に準じ改正する。 

 （３）昇給・昇格のあり方 

   昇給については、国と同様の現業職給料表を適用し運用しているため、今後も踏襲していきま

す。また、現在適用している昇格基準については、現状の分析や業務形態・内容等を精査しなが



ら、検討していきます。 

 

４ その他 

 （１）民間委託等の推進 

答申の内容に沿って、下記の点を考慮して取り組みを推進していく。 

  保育所 

   ① 第１保育所と第２保育所の統合への取り組みを行う。（平成２１年４月１日統合） 

   ② 第３保育所については、改修を行い民間等への民営化に向けて取り組みを行う。 

   ③ 人口増が見込まれ。保育施設の需要が予想されるため、民設民営の保育所の誘致等 

の取り組みを行う。 

   ④ これまで取り組んだ退職者不補充による現職員を維持し、保育行政における行政の 

    責任を果たしながら、将来に向けて常に住民ニーズの把握等への取り組みを行う。 

  学校給食共同調理場 

① 民営化に向け住民及び職員への十分な説明を行い、理解を得る取り組みを行う。 

② 水道光熱費等の経費節減の具体的管理運営方法の検討の取り組みを行う。 

③ 現職員は配置換えをすることにより身分を保障する。 

 （２）職員数削減の見込み 

  保育所においては、保育所行政における責任を果たしながら、将来の保育施設の需要及び住民ニ

ーズを把握し適正な定員管理に努めていく。 

学校給食共同調理場においては、民営化等に向けた取り組み状況を注視し、職員の配置換えを視

野に検討していき適正な定員管理に努めていく。 

 

■年度別定年退職者数（平成２１年４月１日現在） 

 定年退職者 累計 内訳 

２０年度 ０ ０  

２１年度 ０ ０  

２２年度 ０ ０  

２３年度 ０ ０  

２４年度 ０ ０  



２５年度 １ １ 調理員１ 

２６年度 ０ １  

２７年度 ０ １  

２８年度 １ ２ 調理員１ 

２９年度 ０ ２  

３０年度以降 ３ ６ 調理員３ 

 

 


